











日本放送協会 (N H K) 
報道局科学文化部・記者
195 年 08 月 高校卒業後、ジャーナリズムを学ぶため渡米
カリフオノレニア州サンフランシスコの語学学校に入学
196 年 09 月 ミズーリ州・私立アピラ大学マスメディア学部新聞学科に入学
19 年 09 月 テレビメディアを学ぶため、カンザス大学に転入
20 年 05 月 カンザ、ス大学ジャーナリズム学部テレビ、ニュース学科卒業
※在学時より働いていたカンザス州のケーブルテレビ局、 KjHK の記者として
事件取材やネイティブアメリカン問題などを中心に取材活動に取り組む
205 年 04 月 米国より帰国~番組制作会社「アマゾン J 入社(東京・渋谷区)
※ディレクターとして文学、科学、バラエティー番組まで様々な番組制作に携わる
207 年 1 月 N H K 入局(中途採用) 記者として熊本放送局配属
※水俣病などの環境問題、「赤ちゃんポスト」などを中心に取材活動に取り組む
201 年 07 月 N H K  (東京本局)報道局科学文化部医療担当記者配属
※産婦人科、小児科、精神科の分野を中心に取材活動に取り組む

















揮できる環境づくりを推し進め、社員 1 人 1 人を本当の意味で「活用」していく必要がある。世
界に通用する人材を育てるためにも、こうした企業の努力がいま、問われている。
N H K においては、日本企業で一般的は「新卒採用J のみならず、 10 年ほど前より「中途採用J
を重視する傾向にある。特に、記者やディレクターなどニュースや番組制作に直接、携わる職種
について、多様な人材を雇用し、番組づくりに活かそうと積極的に他業種からの採用を行ってい
る。一方で、入局から定年退職までの問、 4、5年、長ければ 10 年程度の周期で「全国転勤」す
ることから、妊娠・出産を機に退職する女性が、どの職種においても年々増加傾向にある。こう
した問題への打開策のひとつとして、試験的に在宅ワーク職員を募集するなどといった取り組み
も始まっている。公共放送としてより良い放送につなげるためにも、様々な背景を持つ人材を受
け入れ、働く環境をサポートする仕組みがさらに求められている。
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